令和５年７月２５日

要　望　書
平素は全国農村整備建設業協会に対し、格別のご指導・ご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

本協会は農業農村整備を中心とした地元中小建設業者で組織する団体で、地方における雇用や災害時の緊急対応など、地元に密着した活動により地域の発展に貢献しているところであります。
農業農村整備関係予算は平成22年度に大幅に削減された後、土地改良関係者の皆様方のたいへんなご努力によりまして順調に回復し、私共地元建設業の厳しい経営状況にもようやく明るい兆しが見えてまいりました。
こうした中、ウクライナ危機や世界的な異常気象に対し、食料安全保障の観点から、今後とも農業生産基盤の整備と農村環境の改善を図りつつ、更に、東日本大震災の復旧・復興や、地震・洪水に対する防災・減災対策を進め、本協会として地域の発展に貢献して参ります。　　

これまでにも私たちがお願いしてまいりました要望の多くに特段のご配慮をいただき大変感謝しておりますが、引き続き以下の事項について謹んでご要望申し上げます。どうかよろしく更なるご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　全国農村整備建設業協会　　　　　
会 長   木全哲久　

提案事項
１．予算に関すること

　　（１）安定した予算の確保
　　　　　　・令和６年度当初予算の確保
　　　　　　・令和５年度補正予算による早期の追加割当て
　　（２）防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策の推進に必要な予算の確保と5か年加速化対策後も国土強靭化を推進できるよう、必要な予算・財源を別枠で確保すること
　　（３）東日本大震災からの農業・農村の再生に係る復旧・復興予算の継続確保

２．設計・積算に関すること
（１）東日本大震災復旧・復興における被災地特例の継続
（２）週休2日制実施に伴う間接工事費率及び労務費・機械経費の適正な算出と実態に見合った工期設定
（３）ため池特有の厳しい現場条件を反映した独自歩掛の設定
（４）冬期補正の見直し、熱中症対策の明確化
（５）資材の急激な高騰に対する、より迅速な対応
（６）現場条件や実態を反映したほ場整備工事の諸経費率の見直し

（７）高収益作物への転換に伴う、ほ場整備工における設計段階での詳細調査の実施
（８）鋼管敷設の溶接に係る歩掛の見直し
（９）ICTを活用した情報化施工の導入
３．施策について

　　（１）地元建設業者の参入機会増大
　　（２）人材の育成確保を図るため建設業を魅力ある業とする支援
(処遇改善の支援、労働環境の改善・向上、工事書類の簡素化、情報共有システムの実施など)
